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公 的 機 関 28 7.7
高 齢 者 122 33.7
児 童 69 19.1
社 協 32 8.8
障 害 者 91 25.1













90 時間実習 97 26.8
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１ 項 目 93 54.4
２ 項 目 68 39.8
３ 項 目 9 5.3
４ 項 目 1 0.6
合　計 171 100.0










１ 項 目 137 70.3
２ 項 目 42 21.5
３ 項 目 13 6.7
４ 項 目 1 0.5
５ 項 目 1 0.5
６ 項 目 1 0.5
合　計 195 100.0










１ 項 目 58 17.2
２ 項 目 83 24.6
３ 項 目 72 21.3
４ 項 目 69 20.4
５ 項 目 34 10.1
６ 項 目 13 3.8
７ 項 目 7 2.1
８ 項 目 1 0.3
９ 項 目 1 0.3
合　計 338 100.0
平 均 値 3.047
標準偏差 1.550
　「SW実習」ではアセスメント項目の14項目が該当
し，その結果，平均，標準偏差については，「２項目」
が83名（24.6%）で最も多く，次いで「３項目」の72名
（21.3%）であった（表９）．なお，「SW実習」にお
ける平均該当項目数は3.05で標準偏差は1.55であった．
Ⅳ　考察
　ここからは実習報告書の分析を通して明らかになっ
た，実習教育における学習成果についての分析と，そこ
から導き出される今後の実習教育における方向性，およ
び課題について考察していくこととする．
　本章では学習成果についての考察を，実習生が実習先
で何を学んできたのか，という視点からと，実習先の種
別の違いによって学んだ内容に違いがあるのか，という
２つの視点より，実習教育における学生の学びにどのよ
うな傾向があったのかを検証する．
（１）「実習先で学んだこと」からみた学習成果
　まずはじめに，アセスメント票をもとにした実習にお
ける学習成果について検証を行っていく．
　今回実習報告書を集計して判明した学習成果につい
て，社養協３区分における「ソーシャルワーク実習」の
領域に属する実習成果がもっとも多いことが明らかに
なった（pp.６～pp７，（3）－①，（3）－②，（3）－
③，（3）－④参照）．
　学生の学習成果として多かった項目は上位から，「コ
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ミュニケーション」に関する項目，「信頼関係」の構築
に関する項目「利用者の特性」を理解することに関する
項目であった．
　このことから学生は，実習を行うにあたって，利用者
との関係構築に特に深い意識を持って取り組んでいるこ
とがわかる．利用者の特性を把握し，コミュニケーショ
ンを通じて理解を深めながら，信頼関係の構築を目指し
ているのではないだろうか．そうすることによって，
個々の利用者のニーズの把握を図り，支援のためのアセ
スメントを行おうとしていることが推察できる．
　さらに上記の結果，本学の実習教育での事前指導にお
ける「利用者理解」や「アセスメント」の授業を通し
て，社会福祉援助技術現場実習の目的と方法が学生に明
確に理解され，ソーシャルワーク実習として必要な実習
目標を実習計画立案において選択できていたことを示し
ていると考えられる．
　「実践力」を身につけるための実習としては，「ソー
シャルワーク実習」をどれだけおこなえるかが大きなポ
イントとなってくる．そういった観点から見るならば上
記の結果に関しては，現状においては好ましい方向へ向
かっていると見ることができると考えている．
　よって，今後も利用者との関係の構築において最も基
本的で重要となるコミュニケーション技法を中心とし
て，特性理解力やアセスメント力が身につくような実習
教育をさらに進めていくことが重要である，ということ
を再確認し，今後の「社会福祉実習指導（本学では「社
会福祉実習指導Ⅰ」（２年次）・「社会福祉実習指導
Ⅱ」（３年次））」カリキュラムづくりにも反映させて
いきたいと考えている．
（２）「実習先の種別の違い」からみた学習成果
　次に実際に学生が実習をおこなった各種別ごとに実習
における学習成果の違いがあるのかについて，p５表１
より検討した．
　障害者施設や児童施設においては「ソーシャルワーク
実習」の項目，特に児童では「関心・かかわり」や「利
用者の特性」理解など，障害者では「コミュニケーショ
ン」や「信頼関係」の構築などに学習成果があったと学
生は認識しており，その他の「職場実習」や「職種実
習」を大きく引き離していた．
　それに対し高齢者では「介助の仕方」に有意差が見ら
れ，「コミュニケーション」も数値が高くなるなど，
「ソーシャルワーク実習」と「職種実習」の２区分に分
散する傾向がみられた．
　また，病院・介護老人保健施設のように「業務内容」
にすべての学生が学習成果があったと認識する一方で，
「関心・関わり」も高い数値を示すなど「ソーシャル
ワーク実習」と「職場実習」の双方に分散する傾向もみ
られた．
　これに関しては病院・介護老人保健施設が「社会福祉
士」受験資格取得のための実習機関に指定されたのが平
成19（2007）年度からであるので，特に介護老人保健施
設においては，「社会福祉士」実習における内容につい
てのとまどいが施設・大学側にあったこと，介護老人保
健施設に社会福祉士がいない場合もあったこと等が表れ
ていると推測される．
　公的機関や社会福祉協議会などは「業務内容」が最も
高い数値を示しつつ，「関心・関わり」も高い数値を示
すなど「職場実習」が中心でありながら，「ソーシャル
ワーク実習」の視点にも何とか取り組もうとしている様
子がうかがえる．
　これは学生が実習において「ソーシャルワークの現
場」に関わることができていないことを示しているもの
と考えられる．このことに関する要因を推察するなら
ば，１つには現場ではソーシャルワーク自体はおこなわ
れているが，そのソーシャルワークの実際を実習プログ
ラムとして提供できていない（もしくはできない）状況
があるということ，そして２つ目の要因として，近年特
に個人情報保護に関する問題や，個人のプライバシーを
重視することによって，実習における相談面接場面に同
席したり，面接実習をおこなうことに対する実習先の抵
抗感があることも大きいのではないかと考えられる．
　これらについては必要不可欠な要素であるため，早急
な改善が求められる一方で，一朝一夕には改善できない
側面もまた持ち合わせている．そのため非常に難しい部
分であることは認識しているが，学生の学びという観点
から考えると大きな課題の１つである．
　よって，今後はこれらを含めた実習施設と大学との協
働による社会福祉士実習プログラムの開発が，早急で重
要な課題となっているといえる．
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―実習報告書の分析を通して―　　　
Ⅴ　今後の課題
　学生の実習報告書から見る実習における学習成果につ
いてこれまで検証してきたが，そこから浮かび上がって
くる今後の課題についてまとめていきたい．
　まず実習教育との関連でいえば，これまで本学のオリ
ジナルとして使用してきた「アセスメント票」である
が，今回社養協３区分に関連して提示されたソーシャル
ワーク実習における項目との比較も踏まえ，今後はその
項目自体の妥当性の検討と，より詳細な項目の提示を目
指していく必要があると考えている．
　また項目の妥当性とともに，実習教育全体としての授
業内容の検証も今一度必要になってくると考えている．
要点として，１つは社会福祉士法の改正に伴う新カリ
キュラムへの対応に関する授業内容の点検である．２つ
目は学習成果と授業内容の関連性である．これは学びが
あったから（＝数値が高かった）ということと，実際に
社会福祉士受験資格取得専門科目・援助技術演習・実習
指導でそこが学べているか，というのは必ずしも連動し
ていない可能性があるからである．
　最後にあげられる課題は，実習先の各種福祉施設・医
療提供施設と大学との関係の構築である．前出の公的機
関や社会福祉協議会のケースのように，現場では，実際
にはソーシャルワークがおこなわれているにも関わら
ず，学生は実習でそのソーシャルワークの学びがあまり
深められていないといったケースは他種別においてもし
ばしば散見される．これらの原因としては先にも少し述
べたように，個人情報やプライバシーの問題があった
り，現場の職員体制の問題などが考えられるが，教育機
会の保障という観点からみても，この問題を解決してい
く努力が今後求められてくるといえる．
　その点においては，大学のみの努力だけでは解決は難
しく，また実習施設だけにその問題の解決を求めていっ
ても，その糸口が容易に発見されることは期待しにくい
現状である．
　よって，この問題については大学と施設，そして実習
をおこなう学生の三者が協力しながら解決を目指してい
かなければならない．
　実際，社会福祉士養成校協会の報告書においても「事
前に実習先の施設および利用者と学校，実習生は実習内
容について詳細に協議をおこなっておくこと」と述べら
れてあり，この点については実習学生数の多い本学にお
いて，学生一人ひとりに適した個別の実習計画が，実習
先・大学実習指導室および実習担当教員の質の担保のも
とに協働できるかが問われており，早急な改善が必要で
あるといえる．
　また，その一方策としてプライバシーや個人情報の保
護に関する厳密な「社会福祉士実習」としての契約の締
結をおこなうことが必要であると考えられる．
注
１）実習報告書は，「１　実習内容」，「２　実習課題とそれ
への取り組み」，「３　選択課題」，「４　実習で得たこ
と・今後の課題」の４つの項目で構成されている．「１　実
習内容」には，実習中に行った支援内容や業務など，「２　
実習課題とそれへの取り組み」には，実習課題として意図的
な取り組みにより学べたこと，「３　選択課題」には，「実
習中に直面した困った場面の分析と考察」，「事例研究」
等，実習生が関わった利用者（個別のケース）に対して行わ
れた支援とその場面の分析・考察，「４　実習で得たこと・
今後の課題」には，実習課題以外の実習経験の中でも特に印
象深い学びについての記述がなされている．このうち今回の
調査は，「２」と「４」の項目について分析を行った．
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